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現  行 変 更 案 変更理由 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

 

⑦全国共同研究、学内共同研究等に関する目標を達成するための具体的

方策 

108）わが国を代表する総合大学として、中・長期的な展望をふまえなが

ら高水準の研究活動を維持し、次の研究項目においてさらに研究を

発展させていくとともに、学内の附置研究所・研究施設の長をメン

バーとする組織を設置し、今後のあり方や将来計画について検討し、

研究の活性化を図る。 

  ア．微生物病、がん及び特定の難治疾患に関する学理及びその応用

の研究を行う。 

  イ．産業に必要となる先端的な事項で、材料、情報及び生体に関す

る研究を総合的に行うとともに、ナノテクノロジーに関する研

究を推進する。 

  ウ．生命活動を担うたんぱく質の構造、物性、機能、及びその高次

ネットワークを解明する研究を行う。 

  エ．現代の経済問題を理論的、実証的に研究する。 

  オ．“ものづくり”の基礎・基盤技術としての溶接・接合技術を、基

礎研究の面から研究を展開し、人類社会のニーズに応える接合

科学の学問構築を図る。 

  カ．サイクロトロン加速器、SPring-8 関連施設、大塔コスモ観測所

関連施設等を使って、核物理に関する全国共同研究を行う。 

  キ．研究、教育等に係る情報基盤の全国共同利用施設として最先端

のスーパーコンピュータなどの情報 機器を整備・提供し、デ

ジタル教材の作成支援、アーカイブ化、視覚化などを含む情報

技術に関する全国・学内共同研究を推進する。 

  ク．高出力レーザー技術及び高エネルギー密度プラズマ物理研究を

基盤として、レーザー核融合を始めとする先端科学研究と応用

研究を実施する。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

 

⑦全国共同研究、学内共同研究等に関する目標を達成するための具体的

方策 

108）わが国を代表する総合大学として、中・長期的な展望をふまえなが

ら高水準の研究活動を維持し、次の研究項目においてさらに研究を

発展させていくとともに、学内の附置研究所・研究施設の長をメン

バーとする組織を設置し、今後のあり方や将来計画について検討し、

研究の活性化を図る。 

  ア．微生物病、がん及び特定の難治疾患に関する学理及びその応用

の研究を行う。 

  イ．産業に必要となる先端的な事項で、材料、情報及び生体に関す

る研究を総合的に行うとともに、ナノテクノロジーに関する研

究を推進する。 

  ウ．生命活動を担うたんぱく質の構造、物性、機能、及びその高次

ネットワークを解明する研究を行う。 

  エ．現代の経済問題を理論的、実証的に研究する。 

  オ．“ものづくり”の基礎・基盤技術としての溶接・接合技術を、基

礎研究の面から研究を展開し、人類社会のニーズに応える接合

科学の学問構築を図る。 

  カ．サイクロトロン加速器、SPring-8 関連施設、大塔コスモ観測所

関連施設等を使って、核物理に関する全国共同研究を行う。 

  キ．研究、教育等に係る情報基盤の全国共同利用施設として最先端

のスーパーコンピュータなどの情報 機器を整備・提供し、デ

ジタル教材の作成支援、アーカイブ化、視覚化などを含む情報

技術に関する全国・学内共同研究を推進する。 

  ク．高出力レーザー技術及び高エネルギー密度プラズマ物理研究を

基盤として、レーザー核融合を始めとする先端科学研究と応用

研究を実施する。 

 

 大阪外国語大学との

統合に係る改正を行う

ため。 
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現  行 変 更 案 変更理由 
  ケ．強磁場、超高圧、極微構造などの極限条件下における物性研究

を行い、その応用を図る。 

  コ．世界最高電圧電子顕微鏡の効用開発と、材料科学及び生物学へ

の応用を図る。 

  サ．超伝導エレクトロニクスと光エレクトロニクスを融合する技術

開発とその応用を図る。 

  シ．太陽エネルギー変換、水素エネルギーの利用及び環境汚染物質

処理法などの研究を行う。 

  ス．生物工学の基礎と応用を研究して、発展途上国等との学術交流

に資する。 

  セ．液体ヘリウムや液体窒素などの寒剤を用いた研究及び教育研究

支援を行う。 

  ソ．新規遺伝子操作法の開発や遺伝子操作生物、ゲノム情報解析に

関する研究と研究支援を行う。 

  タ．有害物質に係わる環境保全と安全管理に関する研究を行う。 

  チ．貴重な研究資料の保存と再活用に関する研究と研究支援を行う。

  ツ．異文化間教育学、留学生交流研究、日本語教育学など、広義の

国際教育に関する理論的・実証的研究を行う。 

  テ．放射性物質の安全管理に必要な研究と、放射線を用いた教育研

究支援を行う。 

  ト．研究教育に必要な機器・装置・試料の開発研究と製作を行う。

  ナ．先端科学技術分野に関して産業界等との連携・研究協力を行い、

民間等との共同研究・受託研究を実施するとともに政府出資金

等外部資金などにより研究を行う研究グループに共同研究の場

を提供し、学術研究の推進と活性化を図る。さらに、ベンチャ

ー精神の高揚に関する教育研究を行い、ベンチャービジネスを

活性化する活動を支援する。 

 

  ケ．強磁場、超高圧、極微構造などの極限条件下における物性研究

を行い、その応用を図る。 

  コ．世界最高電圧電子顕微鏡の効用開発と、材料科学及び生物学へ

の応用を図る。 

  サ．超伝導エレクトロニクスと光エレクトロニクスを融合する技術

開発とその応用を図る。 

  シ．太陽エネルギー変換、水素エネルギーの利用及び環境汚染物質

処理法などの研究を行う。 

  ス．生物工学の基礎と応用を研究して、発展途上国等との学術交流

に資する。 

  セ．液体ヘリウムや液体窒素などの寒剤を用いた研究及び教育研究

支援を行う。 

  ソ．新規遺伝子操作法の開発や遺伝子操作生物、ゲノム情報解析に

関する研究と研究支援を行う。 

  タ．有害物質に係わる環境保全と安全管理に関する研究を行う。 

  チ．貴重な研究資料の保存と再活用に関する研究と研究支援を行う。

  ツ．異文化間教育学、留学生交流研究、日本語教育学など、広義の

国際教育に関する理論的・実証的研究を行う。 

  テ．放射性物質の安全管理に必要な研究と、放射線を用いた教育研

究支援を行う。 

  ト．研究教育に必要な機器・装置・試料の開発研究と製作を行う。

  ナ．先端科学技術分野に関して産業界等との連携・研究協力を行い、

民間等との共同研究・受託研究を実施するとともに政府出資金

等外部資金などにより研究を行う研究グループに共同研究の場

を提供し、学術研究の推進と活性化を図る。さらに、ベンチャ

ー精神の高揚に関する教育研究を行い、ベンチャービジネスを

活性化する活動を支援する。 

  ニ．世界の言語と言語を基底とする世界の文化・社会に関する研究

を行う。 
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現  行 変 更 案 変更理由 
 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

 

④留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する目

標を達成するための具体的方策 

129）世界（特にアジア及び環太平洋地域）における教育研究拠点として

の役割を遂行する。 

130）海外の大学・研究機関との学術交流協定の締結や海外との教育協力

体制、研究連携体制を推進する。 

131）学生の相互派遣に基づいた単位互換制度を拡充し、双方向の留学交

流を推進する。 

132）海外でのリエゾンオフィスの開設、海外研究組織との定期的な学術

交流集会の開催などを推進する。 

133）留学生受入れを一層推進する。そのための支援体制を整備・充実さ

せ、留学生の関心とニーズに適うカリキュラムの設定と英語による

授業・遠隔授業等授業方法を改善する。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（６）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具

体的な方策 

203-1）総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね

４％の人件費の削減を図る。 

 

 

 

 

 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

 

④留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する目

標を達成するための具体的方策 

129）世界（特にアジア及び環太平洋地域）における教育研究拠点として

の役割を遂行する。 

130）海外の大学・研究機関との学術交流協定の締結や海外との教育協力

体制、研究連携体制を推進する。 

131）学生の相互派遣に基づいた単位互換制度を拡充し、双方向の留学交

流を推進する。 

132）海外でのリエゾンオフィスの開設、海外研究組織との定期的な学術

交流集会の開催などを推進する。 

133-1）留学生受入れを一層推進する。そのための支援体制を整備・充実

させ、留学生の関心とニーズに適うカリキュラムの設定と英語によ

る授業・遠隔授業等授業方法を改善する。 

133-2) 日本語・日本文化を学ぶ留学生に対する教育について、海外にお

ける日本語・日本文化の研究拠点と教育的連携を強化しつつ、その

充実を図る。 

133-3) 文部科学省の留学生受け入れ施策に基づく委嘱教育事業を遂行

する。 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（６）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具

体的な方策 

203-1）総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね

４％の人件費の削減を図る。（人件費削減の基準となる平成１７

年度人件費予算相当額には旧大阪外国語大学（国立大学法人法の

一部を改正する法律（平成１９年法律第８９号）附則第２条第１

項の規定により解散した国立大学法人大阪外国語大学をいう。）

の平成１７年度人件費予算相当額を含む。） 
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現  行 変 更 案 変更理由 
 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

 １．予算 

      平成１６年度～平成２１年度 予算 

（単位：百万円） 

区     分 金     額 

 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 国立大学財務・経営センター施設費交付

金 

 自己収入 

  授業料及入学金検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄付金収入等 

 長期借入金収入 

計 

 

 

３００，８０２ 

２，３５８ 

   ０ 

１５，４７９ 

 

１，４９２ 

２１０，３５２ 

６８，５９７ 

１３９，７９３ 

 ０ 

１，９６２ 

  ７１，３２８ 

     ４８８ 

６０２，２９９ 

 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

  一般管理費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 産学連携等研究経費及び寄付金事業費

等 

 長期借入金償還金 

        計 

 

 

 ４７４，１６１ 

 ２９２，６１０ 

 １２５，４０１ 

  ５６，１５０ 

   ４，３３８ 

       ０ 

 

  ７１，３２８ 

  ５２，４７２ 

 ６０２，２９９ 

［人件費の見積り］ 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

 １．予算 

      平成１６年度～平成２１年度 予算 

（単位：百万円） 

区     分 金     額 

 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 国立大学財務・経営センター施設費交付

金 

 自己収入 

  授業料及入学金検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄付金収入等 

 長期借入金収入 

計 

 

 

３０６，２１１ 

２，３５８ 

   ０ 

１５，４７９ 

 

１，５３４ 

２１６，５２０ 

７４，６２２ 

１３９，７９３ 

 ０ 

２，１０５ 

  ７１，４０９ 

     ４８８ 

６１３，９９９ 

 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

  一般管理費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 産学連携等研究経費及び寄付金事業費

等 

 長期借入金償還金 

        計 

 

 

 ４８５，７３８ 

 ３０２，８７３ 

 １２５，４０１ 

  ５７，４６４ 

   ４，３８０ 

       ０ 

 

  ７１，４０９ 

  ５２，４７２ 

 ６１３，９９９ 

［人件費の見積り］ 
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現  行 変 更 案 変更理由 
  中期目標期間中総額 ２７５，４２１百万円を支出する。 

  （退職手当は除く） 

 

注）人件費の見積もりについては、１７年度以降は１６年度の人件費

見積り額を踏まえ試算している。 

 

 

［運営費交付金算定ルール］ 

  別添１のとおり 

 

 注）自己収入、産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、 
１６年度収入見込額を基に別添運営費交付金算定ルールにより試算

した収入予定額を計上している。 

 

注）業務費、施設整備費、船舶建造費については、１６年度支出見込

額を基に別添運営費交付金算定ルールにより試算した支出予定額を

計上している。 

 

 注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係

数」「教育研究組織係数」は１とし、また、「施設面積調整額」につ

いては、面積調整はないものとして試算している。 

 

 

 

 

                           （別添１）

国立大学法人の運営費交付金算定ルール 

 

［特定運営費交付金対象収入］ 

 ⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授

業料収入（収容定員超過分）、雑収入。平成１６年度予算額を基準

とし、中期計画期間中は同額。 

 

 

２．収支計画 

平成１６年度～平成２１年度 収支計画 

  中期目標期間中総額 ２８４，３３７百万円を支出する。 

  （退職手当は除く） 

 

注）人件費の見積もりについては、１７年度以降は１６年度の人件費

見積り額を踏まえ試算し、１９年度以降について、旧大阪外国語大

学との統合分を加算している。 

 

［運営費交付金算定ルール］ 

  別添１のとおり 

 

 注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、１７年度以降

は１６年度収入見込額と同額として試算した収入予定額を計上して

いる。 

 

注）業務費は、１６年度支出見込額を基に別添運営費交付金算定ルー

ルにより試算した支出予定額を計上している。 

 

  

 注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係

数」「教育研究組織係数」は１とし、また、「施設面積調整額」につ

いては、面積調整はないものとして試算している。 

 

 注）１９年度以降について、旧大阪外国語大学との統合分を加算して

いる。 

 

                           （別添１）

国立大学法人の運営費交付金算定ルール 

 

［特定運営費交付金対象収入］ 

 ⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授

業料収入（収容定員超過分）、雑収入。平成１６年度予算額を基準

とし、中期計画期間中は同額とし、平成１９年度以降について、

旧大阪外国語大学との統合分を加算。 

 

２．収支計画 

平成１６年度～平成２１年度 収支計画 
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現  行 変 更 案 変更理由 
（単位：百万円） 

区     分 金     額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究経費 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  寄付金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返寄付金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

 臨時収益 

 

純利益 

総利益 

 

５６８，０６３ 

５００，４５６ 

 ６７，１７７ 

 ７５，０２６ 

 ５３，０５０ 

  １，１３６ 

１９１，２５４ 

１１２，８１３ 

 １０，４６３ 

 １１，４６２ 

      ０ 

 ４５，６８２ 

      ０ 

 

 

５８９，０９６ 

２６７，７３０ 

 ５７，４２５ 

  ９，０８９ 

  ２，０８３ 

１３９，７９３ 

 ５３，０５０ 

 １６，７６６ 

      ５ 

  １，９７１ 

 １６，０２２ 

    ７３６ 

 ２４，４２６ 

      ０ 

 

 ２１，０３３ 

      ０ 

 

（単位：百万円） 

区     分 金     額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究経費 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  寄付金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返寄付金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

 臨時収益 

 

純利益 

総利益 

 

５７９，５４５ 

５１１，６２０ 

 ６８，８０２ 

 ７５，０２６ 

 ５３，１０１ 

  １，１８３ 

１９８，７２４ 

１１４，７８４ 

 １０，７２８ 

 １１，４６２ 

      ０ 

 ４５，７３５ 

      ０ 

 

 

６００，５７８ 

２７２，９１０ 

 ６２，４３４ 

  ９，８９７ 

  ２，２９１ 

１３９，７９３ 

 ５３，１０１ 

 １６，７９６ 

      ５ 

  ２，１１４ 

 １６，０７５ 

    ７３６ 

 ２４，４２６ 

      ０ 

 

 ２１，０３３ 

      ０ 
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現  行 変 更 案 変更理由 
注）受託研究費収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収

益を含む。 

 

 

 

 

３．資金計画 

平成１６年度～平成２１年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区     分 金     額 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

 

 

６１０，７２８ 

５１０，９０８ 

 ３８，９１９ 

 ５２，４７２ 

  ８，４２９ 

 

６１０，７２８ 

５８２，４８２ 

３００，８０２ 

 ６８，５９７ 

１３９，７９３ 

 ５３，０５０ 

 １８，２７４ 

  １，９６６ 

 １９，３２９ 

 １９，３２９ 

      ０ 

    ４８８ 

  ８，４２９ 

 

 

注）前期中期目標期間よりの繰越金は、奨学寄附金に係る国からの承

継見込み額８，４２９百万円を含む。 

 

注）受託研究費収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収

益を含む。 

 

 注）１９年度以降について、旧大阪外国語大学との統合分を加算して

いる。 

 

３．資金計画 

平成１６年度～平成２１年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区     分 金     額 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

 旧大阪外国語大学から承継した現金 

 

 

６２２，４７５ 

５２２，５６６ 

 ３８，９６１ 

 ５２，４７２ 

  ８，４７６ 

 

６２２，４７５ 

５９４，１４０ 

３０６，２１１ 

 ７４，６２２ 

１３９，７９３ 

 ５３，１０１ 

 １８，３０４ 

  ２，１０９ 

 １９，３７１ 

 １９，３７１ 

      ０ 

    ４８８ 

  ８，４２９ 

     ４７ 

 

注）前期中期目標期間よりの繰越金は、奨学寄附金に係る国からの承

継見込み額８，４２９百万円を含む。 
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現  行 変 更 案 変更理由 
 

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

     １３３億円 

 

Ⅹ その他 

 １ 施設・設備に関する計画 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源 

 

・吹田１団地総合研究棟 

 

・石橋団地研究棟改修 

 

・小規模改修 

 

・全身用磁気共鳴画像診

断装置 

 

・学生交流棟施設整備等

事業（ＰＦＩ） 

 

・研究棟改修(工学部)施

設整備等事業（ＰＦＩ) 

 

・災害復旧工事 

 

総額 

４，３３８

 

施設整備費補助

金（２，３５８）

 

船舶建造費補助

金（    ０）

 

長期借入金 

 （  ４８８）

 

国立大学財務・経

営センター施設

費交付金 

(１，４９２）

 

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度と同額として試算

している。 

 

 

 ２ 人事に関する計画 

 

注）１９年度以降について、旧大阪外国語大学との統合分を加算して

いる。 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

     １３９億円 

 

Ⅹ その他 

 １ 施設・設備に関する計画 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源 

 

・吹田１団地総合研究棟

 

・石橋団地研究棟改修 

 

・小規模改修 

 

・全身用磁気共鳴画像診

断装置 

 

・学生交流棟施設整備等

事業（ＰＦＩ） 

 

・研究棟改修(工学部)施

設整備等事業（ＰＦＩ)

 

・災害復旧工事 

 

総額 

４，３８０

 

施設整備費補助

金（２，３５８）

 

船舶建造費補助

金（    ０）

 

長期借入金 

 （  ４８８）

 

国立大学財務・経

営センター施設

費交付金 

(１，５３４）

 

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度と同額として試算

し、１９年度以降について、旧大阪外国語大学との統合分を加算

している。 

 

 ２ 人事に関する計画 
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現  行 変 更 案 変更理由 
  （参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

           ２７５，４２１百万円（退職手当を除く） 

 

別表（収容定員） 

 

学

部 

文学部 

人間科学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

 

 

歯学部 

 

 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

６６０人 

  ５４０人 

  ７００人 

  ９００人 

  ９００人 

１，２６０人 

  （うち医師養成に係る分

野５８０人） 

  ３８０人 

  （うち歯科医師養成に係

る分野３８０人） 

  ３２０人 

３，２８０人 

１，６８０人 

平

成 

19 

年

度 

研

究

科 

文学研究科 

 

 

 

 

人間科学研究科 

 

 

 

 

法学研究科 

 

 

 

 

経済学研究科 

 

  ２８７人 

   うち博士課程（前期）

     １６４人 

     博士課程（後期）

     １２３人 

  ２７２人 

   うち博士課程（前期）

     １５８人 

     博士課程（後期）

     １１４人 

  １０６人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ３６人 

  ２２１人 

   うち博士課程（前期）

  （参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

          ２８４，３３７百万円（退職手当を除く） 

 

別表（収容定員） 

 

学

部

文学部 

人間科学部 

外国語学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

 

 

歯学部 

 

 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

６６０人 

  ５４０人 

３，５６０人 

７００人 

  ９００人 

  ９００人 

１，２６０人 

  （うち医師養成に係る分

野５８０人） 

  ３８０人 

  （うち歯科医師養成に係

る分野３８０人） 

  ３２０人 

３，２８０人 

１，６８０人 

平

成

19

年

度

研

究

科

文学研究科 

 

 

 

 

人間科学研究科 

 

 

 

 

法学研究科 

 

 

 

 

経済学研究科 

  ２８７人 

   うち博士課程（前期）

     １６４人 

     博士課程（後期）

     １２３人 

  ２７２人 

   うち博士課程（前期）

     １５８人 

     博士課程（後期）

     １１４人 

  １０６人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ３６人 

  ２２１人 
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現  行 変 更 案 変更理由 

  

 

 

理学研究科 

 

 

 

 

医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯学研究科 

 

 

薬学研究科 

 

 

 

 

工学研究科 

 

 

 

 

基礎工学研究科 

 

 

 

 

言語文化研究科 

     １４６人 

     博士課程（後期）

      ７５人 

  ８９４人 

   うち博士課程（前期）

     ５１６人 

     博士課程（後期）

     ３７８人 

  ８８９人 

   うち修士課程 

 ４０人 

博士課程（前期）

      ９２人 

     博士課程（後期）

      ６９人 

     博士課程 

     ６８８人 

  ２２０人 

  （うち博士課程    

２２０人） 

  ２３６人 

   うち博士課程（前期）

     １４０人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

１，６３６人 

   うち博士課程（前期）

   １，０８４人 

     博士課程（後期）

     ５５２人 

  ５７６人 

   うち博士課程（前期）

     ３６６人 

     博士課程（後期）

     ２１０人 

  １０５人 

  

 

 

 

理学研究科 

 

 

 

 

医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯学研究科 

 

 

薬学研究科 

 

 

 

 

工学研究科 

 

 

 

 

基礎工学研究科 

 

 

 

 

   うち博士課程（前期）

     １４６人 

     博士課程（後期）

      ７５人 

  ８９４人 

   うち博士課程（前期）

     ５１６人 

     博士課程（後期）

     ３７８人 

  ８８９人 

   うち修士課程 

 ４０人 

博士課程（前期）

      ９２人 

     博士課程（後期）

      ６９人 

     博士課程 

     ６８８人 

  ２２０人 

  （うち博士課程    

２２０人） 

  ２３６人 

   うち博士課程（前期）

     １４０人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

１，６３６人 

   うち博士課程（前期）

   １，０８４人 

     博士課程（後期）

     ５５２人 

  ５７６人 

   うち博士課程（前期）

     ３６６人 

     博士課程（後期）

     ２１０人 
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国際公共政策研究科 

 

 

 

 

情報科学研究科 

 

 

 

 

生命機能研究科 

 

 

高等司法研究科 

   うち博士課程（前期）

      ６０人 

     博士課程（後期）

      ４５人 

  １３３人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ６３人 

  ３４７人 

   うち博士課程（前期）

     ２１８人 

     博士課程（後期）

     １２９人 

  ２７５人 

  （うち博士課程    

２７５人） 

３００人 

  （うち法科大学院の課程

３００人） 

学

部 

文学部 

人間科学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

 

 

歯学部 

 

 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

６６０人 

  ５４０人 

  ７００人 

  ９００人 

  ９００人 

１，２６０人 

  （うち医師養成に係る分

野５８０人） 

  ３８０人 

  （うち歯科医師養成に係

る分野３８０人） 

  ３２０人 

３，２８０人 

１，６８０人 

平

成 

20 

年

度 

研

究

文学研究科 

 

  ２８７人 

   うち博士課程（前期）

 言語文化研究科 

 

 

 

 

国際公共政策研究科

 

 

 

 

情報科学研究科 

 

 

 

 

生命機能研究科 

 

 

高等司法研究科 

  ３３２人 

   うち博士課程（前期）

     ２３６人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

  １３３人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ６３人 

  ３４７人 

   うち博士課程（前期）

     ２１８人 

     博士課程（後期）

     １２９人 

  ２７５人 

  （うち博士課程    

２７５人） 

３００人 

  （うち法科大学院の課程

３００人） 

平

成

20

年

度

学

部

文学部 

人間科学部 

外国語学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

 

 

歯学部 

 

 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

６６０人 

  ５４０人 

３，２４５人 

７８０人 

  ９００人 

  ９３０人 

１，２６０人 

  （うち医師養成に係る分

野５８０人） 

  ３８０人 

  （うち歯科医師養成に係

る分野３８０人） 

  ３２０人 

３，２８０人 

１，６９５人 
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 科  

 

 

人間科学研究科 

 

 

 

 

法学研究科 

 

 

 

 

経済学研究科 

 

 

 

 

理学研究科 

 

 

 

 

医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯学研究科 

 

 

薬学研究科 

     １６４人 

     博士課程（後期）

     １２３人 

  ２７２人 

   うち博士課程（前期）

     １５８人 

     博士課程（後期）

     １１４人 

  １０６人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ３６人 

  ２２１人 

   うち博士課程（前期）

     １４６人 

     博士課程（後期）

      ７５人 

  ８９４人 

   うち博士課程（前期）

     ５１６人 

     博士課程（後期）

     ３７８人 

  ８８９人 

   うち修士課程 

 ４０人 

博士課程（前期）

      ９２人 

     博士課程（後期）

      ６９人 

     博士課程 

     ６８８人 

  ２２０人 

  （うち博士課程    

２２０人） 

  ２３６人 

 研

究

科

文学研究科 

 

 

 

 

 

 

人間科学研究科 

 

 

 

 

法学研究科 

 

 

 

 

経済学研究科 

 

 

 

 

理学研究科 

 

 

 

 

医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２９９人 

   うち修士課程 

      １９人 

博士課程（前期）

     １５７人 

     博士課程（後期）

     １２３人 

  ２８６人 

   うち博士課程（前期）

     １６８人 

     博士課程（後期）

     １１８人 

  １０６人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ３６人 

  ２３１人 

   うち博士課程（前期）

     １５６人 

     博士課程（後期）

      ７５人 

  ９０２人 

   うち博士課程（前期）

     ５２４人 

     博士課程（後期）

     ３７８人 

  ８８９人 

   うち修士課程 

 ４０人 

博士課程（前期）

      ９２人 

     博士課程（後期）

      ６９人 

     博士課程 

     ６８８人 
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工学研究科 

 

 

 

 

基礎工学研究科 

 

 

 

 

言語文化研究科 

 

 

 

 

国際公共政策研究科 

 

 

 

 

情報科学研究科 

 

 

 

 

生命機能研究科 

 

 

高等司法研究科 

   うち博士課程（前期）

     １４０人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

１，６３６人 

   うち博士課程（前期）

   １，０８４人 

     博士課程（後期）

     ５５２人 

  ５７６人 

   うち博士課程（前期）

     ３６６人 

     博士課程（後期）

     ２１０人 

  １０５人 

   うち博士課程（前期）

      ６０人 

     博士課程（後期）

      ４５人 

  １３３人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ６３人 

  ３４７人 

   うち博士課程（前期）

     ２１８人 

     博士課程（後期）

     １２９人 

  ２７５人 

  （うち博士課程    

２７５人） 

３００人 

  （うち法科大学院の課程

３００人） 

平 学 文学部 ６６０人 

 歯学研究科 

 

 

薬学研究科 

 

 

 

 

工学研究科 

 

 

 

 

基礎工学研究科 

 

 

 

 

言語文化研究科 

 

 

 

 

国際公共政策研究科

 

 

 

 

情報科学研究科 

 

 

 

 

生命機能研究科 

 

 

  ２２０人 

  （うち博士課程    

２２０人） 

  ２３６人 

   うち博士課程（前期）

     １４０人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

１，６３６人 

   うち博士課程（前期）

   １，０８４人 

     博士課程（後期）

     ５５２人 

  ５９８人 

   うち博士課程（前期）

     ３８８人 

     博士課程（後期）

     ２１０人 

  ２７７人 

   うち博士課程（前期）

     １８５人 

     博士課程（後期）

      ９２人 

  １３３人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ６３人 

  ３５９人 

   うち博士課程（前期）

     ２３０人 

     博士課程（後期）

     １２９人 

  ２７５人 

  （うち博士課程    

２７５人） 
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部 人間科学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

 

 

歯学部 

 

 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

  ５４０人 

  ７００人 

  ９００人 

  ９００人 

１，２６０人 

  （うち医師養成に係る分

野５８０人） 

  ３８０人 

  （うち歯科医師養成に係

る分野３８０人） 

  ３２０人 

３，２８０人 

１，６８０人 

成 

21 

年

度 

研

究

科 

文学研究科 

 

 

 

 

人間科学研究科 

 

 

 

 

法学研究科 

 

 

 

 

経済学研究科 

 

 

 

 

理学研究科 

 

 

  ２８７人 

   うち博士課程（前期）

     １６４人 

     博士課程（後期）

     １２３人 

  ２７２人 

   うち博士課程（前期）

     １５８人 

     博士課程（後期）

     １１４人 

  １０６人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ３６人 

  ２２１人 

   うち博士課程（前期）

     １４６人 

     博士課程（後期）

      ７５人 

  ８９４人 

   うち博士課程（前期）

     ５１６人 

 高等司法研究科 

 

 

３００人 

  （うち法科大学院の課程

３００人） 

学

部

文学部 

人間科学部 

外国語学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

 

 

歯学部 

 

 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

６６０人 

  ５４０人 

２，９３０人 

８６０人 

  ９００人 

  ９６０人 

１，２６０人 

  （うち医師養成に係る分

野５８０人） 

  ３８０人 

  （うち歯科医師養成に係

る分野３８０人） 

  ３２０人 

３，２８０人 

１，７１０人 

平

成

21

年

度

研

究

科

文学研究科 

 

 

 

 

 

 

人間科学研究科 

 

 

 

 

法学研究科 

 

 

 

 

経済学研究科 

  ３１１人 

   うち修士課程 

      ３８人 

博士課程（前期）

     １５０人 

     博士課程（後期）

     １２３人 

  ３００人 

   うち博士課程（前期）

     １７８人 

     博士課程（後期）

     １２２人 

  １０６人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ３６人 

  ２４１人 
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医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯学研究科 

 

 

薬学研究科 

 

 

 

 

工学研究科 

 

 

 

 

基礎工学研究科 

 

 

 

 

言語文化研究科 

 

 

 

 

国際公共政策研究科 

 

     博士課程（後期）

     ３７８人 

  ８８９人 

   うち修士課程 

 ４０人 

博士課程（前期）

      ９２人 

     博士課程（後期）

      ６９人 

     博士課程 

     ６８８人 

  ２２０人 

  （うち博士課程    

２２０人） 

  ２３６人 

   うち博士課程（前期）

     １４０人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

１，６３６人 

   うち博士課程（前期）

   １，０８４人 

     博士課程（後期）

     ５５２人 

  ５７６人 

   うち博士課程（前期）

     ３６６人 

     博士課程（後期）

     ２１０人 

  １０５人 

   うち博士課程（前期）

      ６０人 

     博士課程（後期）

      ４５人 

  １３３人 

   うち博士課程（前期）

  

 

 

 

理学研究科 

 

 

 

 

医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯学研究科 

 

 

薬学研究科 

 

 

 

 

工学研究科 

 

 

 

 

基礎工学研究科 

 

 

 

 

   うち博士課程（前期）

     １６６人 

     博士課程（後期）

      ７５人 

  ９１０人 

   うち博士課程（前期）

     ５３２人 

     博士課程（後期）

     ３７８人 

  ８８９人 

   うち修士課程 

 ４０人 

博士課程（前期）

      ９２人 

     博士課程（後期）

      ６９人 

     博士課程 

     ６８８人 

  ２２０人 

  （うち博士課程    

２２０人） 

  ２３６人 

   うち博士課程（前期）

     １４０人 

     博士課程（後期）

      ９６人 

１，６３６人 

   うち博士課程（前期）

   １，０８４人 

     博士課程（後期）

     ５５２人 

  ６２０人 

   うち博士課程（前期）

     ４１０人 

     博士課程（後期）

     ２１０人 
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情報科学研究科 

 

 

 

 

生命機能研究科 

 

 

高等司法研究科 

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ６３人 

  ３４７人 

   うち博士課程（前期）

     ２１８人 

     博士課程（後期）

     １２９人 

  ２７５人 

  （うち博士課程    

２７５人） 

３００人 

  （うち法科大学院の課程

３００人）  

 言語文化研究科 

 

 

 

 

国際公共政策研究科

 

 

 

 

情報科学研究科 

 

 

 

 

生命機能研究科 

 

 

高等司法研究科 

  ２２２人 

   うち博士課程（前期）

     １３４人 

     博士課程（後期）

      ８８人 

  １３３人 

   うち博士課程（前期）

      ７０人 

     博士課程（後期）

      ６３人 

  ３７１人 

   うち博士課程（前期）

     ２４２人 

     博士課程（後期）

     １２９人 

  ２７５人 

  （うち博士課程    

２７５人） 

３００人 

  （うち法科大学院の課程

３００人）  

 


